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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

経常収益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 276,900 0.4 38,667 22.0 37,481 43.2

2021年３月期第３四半期 275,735 △7.7 31,706 △36.1 26,182 △42.0

（注）包括利益 2022年３月期第３四半期 31,842百万円（25.9％） 2021年３月期第３四半期 25,294百万円（△35.6％）

１株当たり四半期純利益
潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年３月期第３四半期 176.85 176.80

2021年３月期第３四半期 116.13 116.10

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 10,556,210 946,055 8.9

2021年３月期 10,740,174 930,742 8.6

（参考）自己資本 2022年３月期第３四半期 942,358百万円 2021年３月期 922,292百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年３月期 － 0.00 － 12.00 12.00

2022年３月期 － 0.00 －

2022年３月期（予想） － －

（％表示は、対前期増減率）

親会社株主に帰属する当期純利益 １株当たり当期純利益

百万円 ％ 円 銭

通期 40,000 △11.3 189.46

１．2022年３月期第３四半期の連結業績（2021年４月１日～2021年12月31日）

（２）連結財政状態

（注）「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末株式引受権－期末新株予約権－期末非支配株主持分）を期末資
産の部合計で除して算出しております。

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無
（注１）当行は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としておりますが、定款上は、別途

期日を定めて剰余金の配当をすることが可能です。
（注２）2022年３月期の期末配当予想につきましては、現時点においては未定とさせていただきました。詳細は、添付資

料３ページをご覧ください。

３．2022年３月期の通期業績予想（2021年４月１日～2022年３月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無

（注１）2022年３月期の通期業績予想の詳細につきましては、添付資料３ページをご覧ください。



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年３月期３Ｑ 259,034,689株 2021年３月期 259,034,689株

②  期末自己株式数 2022年３月期３Ｑ 50,393,609株 2021年３月期 43,743,170株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2022年３月期３Ｑ 211,932,512株 2021年３月期３Ｑ 225,454,773株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有
（注）詳細は、添付資料８ページ「２.四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注

記事項（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）」をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：有

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無
（注）詳細は、添付資料８ページ「２.四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注

記事項（会計方針の変更）」をご覧ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当行の経営方針・財務状況を踏まえつつ、当行が現在入
手している情報及び合理的であると判断する一定の前提のもとに作成されたものであり、当行としてその実現を約束
する趣旨のものではありません。実際の業績等は、今後の様々な要因によって大きく異なる可能性があります。業績
予想等に関する事項は、添付資料３ページをご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当第３四半期連結累計期間において、経常収益は2,769億円（前年同期比11億円増加）、経常費用は2,382億円

（同比57億円減少）、経常利益は386億円（同比69億円増加）、親会社株主に帰属する四半期純利益は374億円

（同比112億円増加）となりました。

　資金利益については、コンシューマーファイナンス業務での貸出残高減少に伴う利息収入の減少があるもの

の、UDC Finance Limited（以下、「UDC」という。）の連結による利息収入の増加やLatitudeグループからの配

当金の計上により、前年同期に比べて増加しました。非資金利益（役務取引等利益、特定取引利益、その他業務

利益等の合計）については、UDCの連結による増加に加えて、リテールバンキングでの資産運用商品の販売関連

収益やアプラスフィナンシャルでのショッピングクレジットの取り扱いの増加、保有株式の売却益の計上等によ

り、前年同期に比べて増加しました。経費については、UDCの連結による増加や広告費等の営業推進にかかる費

用の増加等により、前年同期に比べて増加しました。与信関連費用については、前年同期のような、新型コロナ

ウイルス感染症の感染拡大による貸出先の業況の悪化が殆ど認められなかったことを主因に、前年同期に比べて

減少しました。

　セグメント別では、「法人業務」については、プリンシパルトランザクションズにおける投資収益の改善を主

因に、業務粗利益が前年同期に比べて増加しました。また、貸倒引当金戻入益の計上や償却済債権の回収に加

え、前年同期のような、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による貸出先の業況の悪化が殆ど認められなかっ

たこと等により、与信関連費用は減少しました。その結果、セグメント利益は前年同期に比べて増加しました。

　「個人業務」のうち、「リテールバンキング」については、資産運用商品の販売関連収益が増加したものの、

セグメント利益は前年同期に比べて減少となりました。「コンシューマーファイナンス」については、保有株式

の売却益の計上やアプラスフィナンシャルのショッピングクレジットの取り扱いの増加があったものの、レイク

事業の利息収入が減少したこと等により業務粗利益が前年同期に比べて減少し、セグメント利益も前年同期に比

べて減少しました。

　「経営勘定／その他」については、UDCを連結したことに伴う利息収入の増加があったものの、ALM業務を所管

するトレジャリーにおいて国債等債券売却益が減少したこと等により、セグメント利益は前年同期に比べて減少

しました。

（２）財政状態に関する説明

　当第３四半期連結会計期間末において、総資産は10兆5,562億円（前連結会計年度末比1,839億円減少）となり

ました。

　主要な勘定残高としては、貸出金は、主に個人向け貸出残高の減少等により、全体では５兆2,118億円（同比

217億円減少）となりました。有価証券は9,098億円（同比199億円減少）となり、このうち、日本国債の残高は

3,261億円（同比237億円減少）となりました。一方、預金・譲渡性預金は６兆4,001億円（同比1,711億円減少）

となりましたが、引き続き、当行の安定的な資金調達基盤の重要な柱である個人のお客さまからの預金を中心に

各ビジネスを積極的に推進するのに十分な水準を維持しております。また、社債は、3,661億円（同比13億円減

少）となりました。

　純資産は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により、9,460億円（同比153億円増加）となりました。

　不良債権については、金融再生法ベースの開示債権（単体）において、当第３四半期会計期間末は242億円

（前事業年度末は344億円）、不良債権比率は0.45％（前事業年度末は0.64％）と、引き続き低水準を維持して

おります。

　銀行法に基づく連結自己資本比率（バーゼルⅢ、国内基準）は12.14％となり、引き続き十分な水準を確保し

ております。
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（単位：億円）

2022年３月期

（予想）

2021年３月期

（実績）

【連結】

親会社株主に帰属する当期純利益 400 451

１株当たり当期純利益（注） 　 189円46銭 　 202円16銭

【単体】

実質業務純益 390 423

当期純利益 285 345

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

　2022年３月期の通期業績予想につきましては、当第３四半期の業績および今後の見通し等を勘案し、2021年５

月13日に公表した、連結は親会社株主に帰属する当期純利益400億円、単体は当期純利益285億円を据え置くこと

といたしました。

2022年３月期の業績予想

（注）当行は2021年５月13日開催の取締役会において、自己株式の取得について決議いたしました。連結業績予

想の１株当たり当期純利益については、当該自己株式の2021年12月までの取得の影響を考慮しておりま

す。

　配当を含む今後の株主還元については、内部留保を進めると同時に、収益動向等の経営成績やその将来の見通

しを踏まえた株主重視の利益配分を行うことを基本方針とし、公的資金注入を受けている銀行として経営健全化

計画にも留意して決定してまいります。具体的には、国内銀行の一般的な総還元性向の水準を念頭に置きつつ、

総還元性向の維持・向上を目指すこととし、株主還元における配当と自己株式取得との内訳は、その時点の経営

状況や市場動向等に鑑みて適時適切に決定する所存です。したがいまして、2022年３月期の当行普通株式の配当

については、５月13日付2021年３月期決算短信と同様に、現時点では未定といたします。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部

現金預け金 1,919,075 1,782,590

買入金銭債権 46,187 35,106

特定取引資産 170,376 158,628

金銭の信託 393,949 367,635

有価証券 929,717 909,815

貸出金 5,233,605 5,211,872

外国為替 83,730 56,944

リース債権及びリース投資資産 192,147 188,020

その他資産 1,154,474 1,216,654

有形固定資産 63,878 61,953

無形固定資産 68,685 62,457

退職給付に係る資産 19,482 20,137

繰延税金資産 9,985 10,426

支払承諾見返 567,777 579,809

貸倒引当金 △112,897 △105,841

資産の部合計 10,740,174 10,556,210

負債の部

預金 6,056,191 5,886,933

譲渡性預金 515,140 513,250

コールマネー及び売渡手形 30,000 35,126

売現先勘定 47,712 61,797

債券貸借取引受入担保金 395,449 403,514

特定取引負債 148,393 135,833

借用金 1,026,679 975,849

外国為替 889 1,670

短期社債 218,800 199,300

社債 367,534 366,168

その他負債 374,978 399,278

賞与引当金 8,504 7,439

役員賞与引当金 41 30

退職給付に係る負債 8,084 8,122

役員退職慰労引当金 19 22

睡眠預金払戻損失引当金 391 411

睡眠債券払戻損失引当金 3,355 2,902

利息返還損失引当金 39,096 32,443

繰延税金負債 393 248

支払承諾 567,777 579,809

負債の部合計 9,809,431 9,610,154

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

純資産の部

資本金 512,204 512,204

資本剰余金 72,961 72,961

利益剰余金 431,623 466,662

自己株式 △81,464 △91,338

株主資本合計 935,324 960,489

その他有価証券評価差額金 △593 △10,606

繰延ヘッジ損益 △16,799 △13,990

為替換算調整勘定 △1,133 1,422

退職給付に係る調整累計額 5,495 5,043

その他の包括利益累計額合計 △13,031 △18,131

新株予約権 149 101

非支配株主持分 8,300 3,595

純資産の部合計 930,742 946,055

負債及び純資産の部合計 10,740,174 10,556,210
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日

　至　2021年12月31日)

経常収益 275,735 276,900

資金運用収益 101,338 103,327

（うち貸出金利息） 95,471 95,802

（うち有価証券利息配当金） 4,232 5,768

役務取引等収益 41,021 43,475

特定取引収益 2,067 5,438

その他業務収益 115,306 108,334

その他経常収益 16,001 16,324

経常費用 244,028 238,232

資金調達費用 9,656 9,783

（うち預金利息） 3,262 2,572

（うち借用金利息） 2,157 1,573

（うち社債利息） 374 2,586

役務取引等費用 19,335 18,985

特定取引費用 64 －

その他業務費用 74,776 68,563

営業経費 112,063 118,618

その他経常費用 28,133 22,282

経常利益 31,706 38,667

特別利益 32 1,616

特別損失 325 807

税金等調整前四半期純利益 31,413 39,476

法人税等 6,271 2,023

四半期純利益 25,141 37,452

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △1,041 △28

親会社株主に帰属する四半期純利益 26,182 37,481

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日

　至　2021年12月31日)

四半期純利益 25,141 37,452

その他の包括利益 152 △5,610

その他有価証券評価差額金 3,267 △9,272

繰延ヘッジ損益 △3,726 2,809

為替換算調整勘定 △18 2,417

退職給付に係る調整額 120 △451

持分法適用会社に対する持分相当額 509 △1,112

四半期包括利益 25,294 31,842

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 25,355 32,382

非支配株主に係る四半期包括利益 △61 △539

（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　　　　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　　　　該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

　　　　税金費用は、当第３四半期連結累計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じることにより算定しております。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより、一部の連結子会

社において、包括信用購入あっせんにおけるカードの年会費収入については、履行義務が一定期間にわたり充足され

るため、当該一定期間に按分して収益を認識する方法に変更するとともに、代理人に該当する取引は、当該連結子会

社による顧客以外の他の当事者への支払手数料を控除した純額を収益として認識する方法に変更しております。ま

た、包括信用購入あっせんにおける代行手数料収入についてはクレジットカード利用時に役務の提供が完了し、履行

義務が充足されるため、一時点で収益を認識する方法に変更しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１四半期

連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認

識会計基準第86項に定める方法を適用し、当第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従って殆ど

すべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第86項ま

た書き(1)に定める方法を適用し、当第１四半期連結会計期間の期首より前までに行われた契約変更について、すべ

ての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当第１四半期連結会計期間の

期首の利益剰余金に加減しております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間のその他業務収益は1,016百万円減少、役務取引等費用は983百万円減少した

ことにより、経常利益及び税金等調整前四半期純利益がそれぞれ33百万円減少しております。また、期首の利益剰余

金が430百万円減少、繰延税金資産が77百万円増加、その他負債が508百万円増加しております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下、「時価算定会計基準」という。)

等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。

　これに伴い、デリバティブ取引の時価の算定方法について、時価算定会計基準第８項に従い、自らの信用リスクや

相手先の信用リスクを時価に反映するにあたり、市場で取引されるデリバティブ等から推計される観察可能なインプ

ットを最大限利用する方法へと見直しております。当該見直しについては、時価算定会計基準第20項また書きに定め

る経過的な取扱いに従い、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影

響額を、適用初年度の期首の利益剰余金に加減しております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の特定取引収益は9百万円増加、その他業務費用は136百万円増加したことに

より、経常利益及び税金等調整前四半期純利益がそれぞれ127百万円減少しております。また、期首の利益剰余金が

560百万円増加、特定取引資産が1,220百万円減少、その他資産が253百万円減少、繰延税金資産が196百万円増加、特

定取引負債が1,333百万円減少、その他負債が504百万円減少しております。

　また、その他有価証券のうち、従前、時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券に関しては債権の貸

借対照表価額に準ずる方法もしくは取得原価をもって貸借対照表価額とする方法を採用しておりましたが、本改正を

受けて、市場価格のない株式等を除き、時価をもって貸借対照表価額とする方法に変更しております。当該変更につ

いては、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-

２項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四半期連結会計期間の期首から新たな会計方針を、将来にわたって適

用しております。
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（追加情報）

　（新型コロナウイルス感染症の影響に伴う貸倒引当金の計上）

　前連結会計年度末において、新型コロナウイルス感染症の感染拡大やそれに伴う経済活動停滞による影響について

は、概ね2021年３月末頃までに収束しているものの、一部の債務者向けの貸出金等の信用リスクに対する影響はさら

に数年程度続くとの想定をしております。

　2021年４月以降も、新型コロナウイルス感染症の新規感染者の増加や緊急事態宣言の長期化による経済活動停滞に

よる影響が一部生じておりますが、当第３四半期連結会計期間末において前連結会計年度末の想定から重要な変更は

なく、当該想定に基づき、債務者によってその程度は異なるものの、当行の特定債務者向けの貸出金等の信用リスク

に重要な影響があるとの仮定を置いております。

　こうした仮定のもと、当該影響から予想される損失に備えるため、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に

より業績悪化が生じている債務者について、今後の債務者の経営状況の悪化又は回復の可能性や事業の継続可能性を

評価し、債務者区分を決定するとともに、その債務者区分に応じた貸倒引当金を計上しております。

　また、当行の貸出金等に含まれる不動産ノンリコースローンの債務者区分は、対象不動産の評価に基づき決定して

おり、当該不動産の評価は賃料収入、空室率、割引率等の仮定に基づき算定しております。不動産ノンリコースロー

ンの対象不動産のうち、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を強く受けているホテル・商業施設について

は、その影響が今後も数年程度続くとの想定に基づき、将来の賃料収入等に係る推移予測を対象不動産の評価におけ

る仮定に反映しております。

　なお、当第３四半期連結会計期間末における貸倒引当金の計上金額は、現時点での最善の見積りであるものの、新

型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を含む貸倒引当金の見積りに係る様々な仮定の不確実性は高く、債務者を

取り巻く経済環境や、債務者の経営状況等が変化した場合には、第４四半期連結会計期間以降において増減する可能

性があります。

（重要な後発事象）

　共通支配下の取引等

　（連結子会社間の合併）

　　　当行グループの連結子会社である、株式会社アプラスフィナンシャル及び株式会社アプラスは、2021年11月10日付

　　で締結した合併契約に基づき、2022年１月１日付で、株式会社アプラスフィナンシャルを吸収合併消滅会社とし、株

　　式会社アプラスを吸収合併存続会社とする吸収合併により株式会社アプラスフィナンシャルの事業を株式会社アプラ

　　スに承継いたしました。

　１．企業結合の概要

　（１）結合当事企業の名称及び事業の内容

　　　①結合企業（合併存続会社）

　　　　名称　　　　　　株式会社アプラス

　　　　事業の内容　　　ショッピングクレジット事業

　　　　　　　　　　　　カード事業

　　　　　　　　　　　　ペイメント事業

　　　②被結合企業（合併消滅会社）

　　　　名称　　　　　　株式会社アプラスフィナンシャル

　　　　事業の内容　　　アプラスグループ会社の管理運営

　　　　　　　　　　　　信用保証事業のうち住宅ローン業務

　（２）企業結合日

　　　2022年１月１日

　（３）企業結合の法的形式

　　　株式会社アプラスを存続会社、株式会社アプラスフィナンシャルを消滅会社とする吸収合併

　（４）結合後企業の名称

　　　株式会社アプラス

　（５）その他取引の概要に関する事項

　　　業務運営の効率化を図るためであります。

　２．実施する会計処理の概要

　　　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等

　　会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年１月16日）に基づき、共通支配下の取引として

　　処理しております。
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